
都道府県医師会担当理事殿

カネミ油症患者に対する支援につきましては、令和2年1月10日付(健Ⅱ

203)にて貴会宛てご連絡申し上げております。

今般、国、カネミ倉庫及び患者団体による三者協議での合意に基づき、厚生労

働省において、カネミ油症に係る「検診手帳」の発行が作成され本会あて周知方

依頼がまいりました。

本検診手帳は、油症検診を受けた方がその結果をご自身で「検診手帳」に記載

し保管するものでありますが、診察結果や治療内容を追記するに当たり>患者か

らの相談があるときは医療機関においても可能な限りご協力いただけるようぉ

願いするものであります。

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、関係医療機

関等に対する周知方ご高配のほどよろしくぉ願い申し上げます。

カネミ油症に係る「検診手帳」の発行について

(健Ⅱ 35)

令和2年4月14日
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(公社)日本医師会御中

カネミ油症にっいては、平成24年9月に「カネミ油症患者に関する施策の総
合的な推進に関する法律」(平成24年法律第82号。以下「法」という。)が施行
され、「カネミ油症患者に関する施策の推進に関する基本的な指針」(平成24年
厚生労働省・農林水産省告示第2号。以下「告示」という。)に基づき、様々な
施策を実施しているところです。

告示第7 (3)において、国は「カネミ油症患者が自らの検診の結果を継続
的に把握すること(中略)ができる体制の充実を図る」こととされています。
今般、国、カネミ倉庫及び患者団体の三者から構成される三者協議での合意
に基づき、厚生労働省において「検診手帳」偶11添参照)を制作し、希望する方
に配布することとなりました。全国油症治療研究班が実施する油症検診を受け
た方が、その結果をご自身でこの「検診手帳」に記載し保管することで、自身
の検診の結果を継続的に把握することができるようにすることを予定してぃま
す。

この検診手帳について、別添(写)のとおり、各都道府県衛生主管部(局)
長あて、配布に関し協力を依頼したところです。今後、配布を受けた患者が検
診結果やカネミ油症の概要を示すため、医療機関窓口での手続時や診察の際等
に、これを提示することが予想されます。また、油症検診で認められた異常に
関し、医療機関での診察の結果や治療内容を検診手帳に追記するに当たり、ど
のように追記するべきか、患者からの相談があることが予想されます。
このような場合に、各医療機関において可能な限りご協力をいただきたく、
つきましては、貴会会員への周知について、特段の御配慮をお願いします。

カネミ油症に係る「検診手帳」の発行につぃて

厚生労働省医薬・生活衛生局

生活衛生・食品安全企画課長
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各都道府県衛生主管部(局)長殿

(写)

カネミ油症については、平成24年9月に「カネミ油症患者に関する施策の総

合的な推進に関する法律」(平成24年法律第82号。以下「法」という。)が施行

され、「カネミ油症患者に関する施策の推進に関する基本的な指針」(平成24年

厚生労働省・農林水産省告示第2号。以下「告示」という。)に基づき、様々な
施策を実施しているところです。

告示第7 (3)において、国は「カネミ油症患者が自らの検診の結果を継続

的に把握すること(中略)ができる体制の充実を図る」こととされています。
今般、国、カネミ倉庫及び患者団体の三者から構成される三者協議での合意

に基づき、厚生労働省において「検診手帳」拐11添参照)を制作し、希望する方

に配布することとなりました。全国油症治療研究、班が実施する油症検診を受け
た方が、その結果をご自身でこの「検診手帳」に記載し保管することで、自身
の検診の結果を継続的に把握することができるようにすることを予定してぃま
す。

ついては、希望者への配布のため、油症検診会場への備え付けや健康実態調
査の調査票への同封等の御協力をお願いします。

なお、この「検診手帳」については、カネミ油症患者であることの証明書と

しての効力を有したり、何等かの権利を表象したりするものでないことを申し
添えます。

カネミ油症に係る「検診手帳」の発行について
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